
事 業 計 画 概 況



経理単位名

１　総　括 １　地方公共団体数、組合員数、標準報酬の月額、平均標準報酬の月額、標準期末手当等の額及び被扶養者数

　(1)　地方公共団体の数

市 町 村 一部事務組合等 計

1 0 0 5 6

（2） 組合員数 (単位:人)

(注)　１　継続長期組合員欄の[　　　]書きは、継続長期組合員のうち、公益的法人等への一般職の

　　　　地方公務員の派遣等に関する法律（平成12年法律第50号）第10条第２項に規定する退職派遣者

　　　　の数値である。

　　　２　第３号厚生年金被保険者欄には、長期に係る組合員のうち第３号厚生年金被保険者について

　　　　の再掲である。

(3)標準報酬の月額及び平均標準報酬の月額
(単位:千円)

平 成 29 年 度 事 業 計 画 概 況

概　　　　　　　　　　　　　　　要

平成27年度末実績Ａ 平成28年度末見込Ｂ 平成29年度末推計Ｃ Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

12,102,640 11,829,585 11,345,226 △ 273,055 △ 484,359

（ 435,096 ） （ 429,147 ） （ 427,815 ） (△ 5,949)(△ 1,332)

12,293,510 12,014,929 11,520,871 △ 278,581 △ 494,058

（ 441,958 ） （ 436,145 ） （ 434,389 ） (△ 5,813)(△ 1,756)

7,180 5,850 5,850 △ 1,330 0

（ 598,333 ） （ 585,000 ） （ 585,000 ） (△ 13,333)( 0)

10,070 9,718 9,700 △ 352 △ 18

（ 839,167 ） （ 809,833 ） （ 808,333 ） (△ 29,334)(△ 1,500)

620 620 620 0 0

（ 620,000 ） （ 620,000 ） （ 620,000 ） （ 0） ( 0)

1,210 980 980 △ 230 0

（ 1,210,000） （ 980,000 ） （ 980,000 ） (△ 230,000)( 0)

1,471,310 1,424,428 1,420,640 △ 46,882 △ 3,788

（ 429,956 ） （ 416,499 ） （ 415,392 ） (△ 13,457)(△ 1,107)

1,474,670 1,425,958 1,421,550 △ 48,712 △ 4,408

（ 430,938 ） （ 416,947 ） （ 415,658 ） (△ 13,991)(△ 1,289)

20,430 22,893 23,430 2,463 537

［ 20,430 ］ ［ 22,893 ］ ［ 23,430 ］
［
］［ 2,463 ］ ［ 537 ］

（ 567,500 ） （ 545,071 ） （ 557,857 ） (△ 22,429) (12,786)

13,595,000 13,277,527 12,789,916 △ 317,473 △ 487,611

（ 434,692 ） （ 428,155 ） （ 426,544 ） (△ 6,537)(△ 1,611)

13,769,390 13,441,867 12,943,401 △ 327,523 △ 498,466

（ 440,776 ） （ 434,043 ） （ 432,268 ） (△ 6,733)(△ 1,775)

長期

短期

組 合 員 種 別

長期

一 般 組 合 員

う ち 特 別 職

市町村長組合員

長期

短期

小　　　計

長期

長期

特定消防組合員

長期

短期

継続長期組合員

短期

短期

平成27年度末実績Ａ 平成28年度末見込Ｂ 平成29年度末推計Ｃ Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

27,816 27,548 26,522 △ 268 △ 1,026

12 12 12 0 0

1 1 1 0 0

3,422 3,420 3,420 △ 2 0

36
［36］

42
［42］

42
［42］

［
］

6
［6］

0
［0］

31,275 31,011 29,985 △ 264 △ 1,026

269 244 273 △ 25 29

31,544 31,255 30,258 △ 289 △ 997

31,272 31,249 30,252 △ 23 △ 997

継 続 長 期 組 合 員

小　　　　　計

任 意 継 続 組 合 員

特 定 消 防 組 合 員

組 合 員 種 別

一 般 組 合 員

う ち 特 別 職

市 町 村 長 組 合 員

第３号厚生年金被保険者

合　　　　　計



経理単位名

総　　括

(注)　１　（　　　）は、1人当たり平均標準報酬の月額(単位:円)である。

　　　２　継続長期組合員欄の[　　　]書きは、継続長期組合員のうち、公益的法人等への一般職の地方公務

　　　　　　員の派遣等に関する法律（平成12年法律第50号）第10条第２項に規定する退職派遣者の数値である。

　　　３　第３号厚生年金被保険者欄には、長期に係る組合員のうち第３号厚生年金被保険者について

　　　　　　の再掲である。

(4)標準期末手当等の額（期末手当等の額） (単位:千円)

(注)　１　A欄は「掛金の標準となった期末手当等の額」及び「標準期末手当等の額」の合算額、B欄及び

　　　　C欄は「標準期末手当等の額」である。

　　　２　継続長期組合員欄の[　　　]書きは、継続長期組合員のうち、公益的法人等への一般職の地方

　　　　公務員の派遣等に関する法律（平成12年法律第50号）第10条第２項に規定する退職派遣者の数値

　　　　である。

　　　３　第３号厚生年金被保険者欄には、長期に係る組合員のうち第３号厚生年金被保険者について

　　　　の再掲である。

概　　　　　　　　　　　　　　　要

95,393 117,395 110,049 22,002 △ 7,346

（ 354,620 ） （ 403,419 ） （ 403,110 ） (48,799) ( △ 309)

13,595,000 13,277,527 12,789,916 △ 317,473 △ 487,611

（ 434,692 ） （ 428,155 ） （ 426,544 ） (△ 6,537)(△ 1,611)

13,864,783 13,559,262 13,053,450 △ 305,521 △ 505,812

（ 440,040 ） （ 433,758 ） （ 432,005 ） (△ 6,282)(△ 1,753)

13,593,740

（ 434,694 ）

合　　　計

長期

短期

△ 487,611

（△2,118）

13,275,327

（ 424,824 ）

12,787,716

（ 422,706 ）

任意継続組合員 短期

△ 318,413

（△9,870）

第３号厚生年金
被 保 険 者

平成27年度末実績Ａ 平成28年度末見込Ｂ 平成29年度末推計Ｃ Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

79,406 85,358 100,331 5,952 14,973

［ 79,406 ］ ［ 85,358 ］ ［ 100,331 ］
［
］
［ 5,952 ］ ［ 14,973］

［
］

市町村長組合員

短期

長期

短期

22,462

50,997

長期

短期

46,224,532 45,092,064

組 合 員 種 別

特定消防組合員

長期

短期

長期

一 般 組 合 員

う ち 特 別 職

継続長期組合員 長期

△ 1,211,836△ 1,603,09350,404,955

合　　　計

長期

短期

第３号厚生年金
被 保 険 者

51,616,791 48,801,862

43,446,690

46,575,224 45,308,908 43,655,802

17,984 23,264

26,815 44,850

0 3,000 2,897

0 4,922 4,922

5,315,853 5,227,533 5,254,944

5,315,946 5,227,533 5,254,944

51,619,791 50,407,955 48,804,862

51,891,170 50,541,363 48,915,667

△ 1,132,468△ 1,645,374

△ 1,266,316△ 1,653,106

5,280 △ 802

18,035 6,147

3,000 △ 103

4,922 0

△ 88,320 27,411

△ 88,413 27,411

△ 1,211,836△ 1,603,093

△ 1,349,807△ 1,625,696



経理単位名

総　　括 (5)被扶養者数 (単位:人)　　　　

２　役員数及び経理別職員数

(1)組合の役員の数
(単位:人)

(2)組合に使用される者の数 (単位:人)

(単位:人)

概　　　　　　　　　　　　　　　要

被扶養者数 組 合 員 被扶養者数 組 合 員 被扶養者数 組 合 員

Ａ 1人当たり Ｂ 1人当たり Ｃ 1人当たり

35,075 1.26 33,501 1.22 32,221 1.21△ 1,574△ 1,280

3 3.00 3 3.00 3 3.00 0 0

5,053 1.48 5,050 1.48 5,050 1.48 △ 3 0

0 0.00 0 0 0 0 0 0

40,131 1.28 38,554 1.24 37,274 1.24△ 1,577△ 1,280

223 0.83 202 0.83 226 0.83 △ 21 24

40,354 1.29 38,756 1.24 37,500 1.24△ 1,598△ 1,256

市 町 村 長 組 合 員

平成27年度末実績

特 定 消 防 組 合 員

小　　　　　計

任 意 継 続 組 合 員

船 員 一 般 組 合 員

一 般 組 合 員

合　　　　　計

組 合 員 種 別 Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

平成28年度末見込 平成29年度末推計

理　　事　　長 理　　　　　事 監　　　　　事 計

1 7 3 11

人 員

経 理 名

業 務 経 理 9 14 18 4

保 健 経 理 0 0 0 0

貸 付 経 理 1 1 1 0

10 15 19 4計

平成29年度末推計人員 平成29年度増(減)人員平成27年度末実績人員 平成28年度末見込人員



経理単位名

２　短期経理 　 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金･負担金、調整負担金・公的負担金との割合、 給付及び拠出金等の

前々事業年度の実績、前事業年度及び当該事業年度の推計並びに当該事業年度の資金計画

(1)標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合（短期給付）

(単位:‰）　

(2)標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合（介護保険）

(単位:‰）

(3)標準報酬等合計額（標準報酬の月額及び標準期末手当等の額の合計額）の総額と調整負担金及び公的

負担金との割合   （単位:‰）　

(4)給付の実績及び推計 (単位:千円)

概　　　　　　　　　　　　　　　要

掛　　金 負　担　金 掛　　金 負　担　金

100.78 104.98任 意 継 続 組 合 員

平成29年度
区 分

平成28年度

市 町 村 長 組 合 員

特 定 消 防 組 合 員

49.17

一 般 組 合 員

55.9149.0751.61

掛　　金 負　担　金 掛　　金 負　担　金

11.80 14.60任 意 継 続 組 合 員

区 分
平成28年度

一 般 組 合 員

市 町 村 長 組 合 員

特 定 消 防 組 合 員特 定 消 防 組 合 員

平成29年度

5.90 5.90 7.30 7.30

区　　　　分 平成28年度 平成29年度

調 整 負 担 金 0.20 0.20

公 的 負 担 金 0.31 0.06

平成27年度末実績 A平成28年度末見込 B平成29年度末推計 C Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

9,516,890 9,565,502 9,512,516 48,612 △ 52,986

1,031,752 939,846 769,385 △ 91,906 △ 170,461

1,405 3,182 2,710 1,777 △ 472

10,550,047 10,508,530 10,284,611 △ 41,517 △ 223,919

160,645 159,413 146,269 △ 1,232 △ 13,144

100,121 87,874 87,415 △ 12,247 △ 459

10,810,813 10,755,817 10,518,295 △ 54,996 △ 237,522

休 業 給 付

災 害 給 付

一部負担金払戻金

合　　　　計

附 加 給 付

区　　　　分

小　　　計

法

定

給

付

保 健 給 付



経理単位名

短 期 経 理 (5)拠出金等の実績及び推計 (単位:千円、‰）

概　　　　　　　　　　　　　　　要

      ３　老人保健拠出金の欄は、雑収入で計上している医療費拠出金の精算額がある場合には、
　　　　事務費拠出金の額から当該医療費拠出金の額を控除した額とする。

(注)　１　割合のA欄は「標準給与総額」及び「標準報酬等合計額の総額」の合算額、B欄及びC欄
　　　　は「標準報酬等合計額の総額」との割合である。

      ２　病床転換支援金の欄は、病床転換助成関係事務費拠出金について精算の結果、雑収入で
　　　　計上している還付金がある場合には、当該還付金の額をマイナス計上している。

平成27年度末実績 A平成28年度末見込 B平成29年度末推計 C Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

額 5,895,472 6,875,782 7,652,892 980,310 777,110

割合 28.48 32.47 37.56 3.99 5.09

額 3,889,595 3,976,131 3,930,350 86,536 △ 45,781

割合 18.79 18.77 19.29 △ 0.01 0.51

額 0 23 23 23 0

割合 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

額 △ 377 △ 1,014 △ 1,053 △ 637 △ 39

割合 △ 0.00 △ 0.00 △ 0.01 △ 0.00 △ 0.00

額 375,644 284,190 237,633 △ 91,454 △ 46,557

割合 1.81 1.34 1.17 △ 0.47 △ 0.18

額 10,160,334 11,135,112 11,819,845 974,778 684,733

割合 49.08 52.58 58.01 3.50 5.43

額 40,569 40,529 40,753 △ 40 224

割合 0.20 0.19 0.20 △ 0.00 0.01

額 255,491 225,006 224,144 △ 30,485 △ 862

割合 1.23 1.06 1.10 △ 0 0

額 40,978 42,647 40,847 1,669 △ 1,800

割合 0.20 0.20 0.20 0.00 △ 0.00

額 959,304 950,924 872,126 △ 8,380 △ 78,798

割合 4.63 4.49 4.28 △ 0.14 △ 0.21

区　　　分

前期高齢者

連合会 災害

合　　　計

拠 出 金

老 人 保 健

財調

退職者給付

支 援 金

納 付 金

後期高齢者

支 援 金

拠 出 金

病 床 転 換

特別

払込金

拠出金

連合会

育休

介護

財調



経理単位名

短 期 経 理 (6)資金計画 (単位:千円)

概　　　　　　　　　　　　　　　要

363,862流 動 資 産 1,719,796

短 期 負 担 金 11,318,816固 定 資 産 0

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 8,605,603

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） 2,713,213

介 護 負 担 金 1,119,827

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 846,656

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） 273,171

短 期 掛 金 9,934,078

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 7,552,798

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） 2,381,280

介 護 掛 金 1,119,827

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 846,656

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） 273,171

短 期 任 意 継 続 掛 金 157,748

介 護 任 意 継 続 掛 金 20,675

公 的 負 担 金 12,253

連 合 会 交 付 金 0

調 整 交 付 金 203,767

特 別 調 整 交 付 金 1,190,003

高 額 医 療 交 付 金 250,955

災 害 給 付 交 付 金 2,710

育児・介護休業手当金交付金 408,511

調 整 負 担 金 40,847

補 助 金 0

短期利息及び短期配当金 0

介 護 利 息 0

雑 収 入 1,132

賠 償 金 15,081

前 年 度 繰 越 支 払 準 備 金 1,721,604

そ の 他 14,674

計 27,532,508 計 1,719,796

給 付 金 10,430,880流 動 負 債 1,684,512

前 期 高 齢 者 納 付 金 7,652,892固 定 負 債 0

後 期 高 齢 者 支 援 金 3,930,350

病 床 転 換 支 援 金 23

老 人 保 健 拠 出 金 68

退 職 者 給 付 拠 出 金 237,633

介 護 納 付 金 2,200,662

一 部 負 担 金 払 戻 金 87,415

短期任意継続掛金還付金 19,113

介護任意継続掛金還付金 2,071

連 合 会 払 込 金 264,898

連 合 会 拠 出 金 912,973

連 合 会 返 還 金 406,897

業 務 経 理 へ 繰 入 30,699

次 年 度 繰 越 支 払 準 備 金 1,684,512

計 27,861,086 計 1,684,512

△ 328,578
差 引 次 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金 又 は 欠 損 金

35,284

貸 借 対 照

前年度繰越利益剰余金又は欠損金

損 益 計 算

収
　
　
　
　
入

差 引 本 年 度 損 益 金

支
　
　
　
出



経理単位名

３　厚生年金 　　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と組合員保険料・負担金との割合、標準報酬の月額及び標準期末

　保険経理 　手当等の額に対する基礎年金拠出金に係る公的負担率、標準報酬と追加費用との割合並びに資金計画

　　(1)　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と組合員保険料・負担金との割合

(単位:‰)

　　(2） 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額に対する基礎年金拠出金に係る公的負担率

(単位:‰)　

　　(3)  標準報酬と追加費用との割合

　　　　　　　　　(単位:‰)

　　(4)　資金計画 　（単位：千円）

概　　　　　　　　　　　　　　　要

負 担 金 29,370,533流 動 資 産 2,737,312

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 13,564,283

（標準期末手当等分） 4,312,592

（ 公 的 負 担 金 ） 7,625,988

（ 追 加 費 用 ） 3,867,670

組 合 員 保 険 料 17,876,876

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 13,564,284

（標準期末手当等分） 4,312,592

そ の 他 0

計 47,247,409 計 2,737,312

負 担 金 払 込 金 29,370,533流 動 負 債 2,737,312

組 合 員 保 険 料 払 込 金 17,876,876

そ の 他 0

計 47,247,409 計 2,737,312

差 引 本 年 度 損 益 金 0
差 引 次 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金 又 は 欠 損 金

0

支
　
　
出

損 益 計 算 貸 借 対 照

収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

（ 標 準 報 酬 の 月 額 ＋ 標 準 期 末 手 当 等 の 額 ） × 37.7

平成28年度

（ 標 準 報 酬 の 月 額 ＋ 標 準 期 末 手 当 等 の 額 ） × 37.7

平成29年度

年　度

種　別

19.6 25.2追 加 費 用

平成28年度 平成29年度

組合員
保険料

負担金
組合員
保険料

負担金
組合員
保険料

負担金
組合員
保険料

負担金

86.39 86.39 88.16 88.16 88.16 88.16 89.93 89.93

平成29年度

9月～3月

平成28年度

4月～8月 9月～3月 4月～8月



経理単位名

４　退職等 　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合並びに資金計画

　年金経理 　(1)　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合

(単位:‰)　　　

　(2)　資金計画 （単位：千円）

概　　　　　　　　　　　　　　　要

負 担 金 1,503,854流 動 資 産 191,868

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 1,140,705

（標準期末手当等分） 363,149

掛 金 1,503,854

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 1,140,705

（標準期末手当等分） 363,149

そ の 他 0

計 3,007,708 計 191,868

負 担 金 払 込 金 1,503,854流 動 負 債 191,868

掛 金 払 込 金 1,503,854

そ の 他 0

計 3,007,708 計 191,868

差 引 本 年 度 損 益 金 0
差 引 次 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金 又 は 欠 損 金

0

損 益 計 算 貸 借 対 照

収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

支
　
　
出

掛金 負担金 掛金 負担金

7.5 7.5 7.5 7.5

平成28年度 平成29年度



経理単位名

５　経過的 　　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を

　長期経理 　改正する法律附則第75条第1項第3号に「改正前地共済法第113条第2項第3号に掲げる費用の負担の例による。」

　とされた同法による改正前の地方公務員等共済組合法第113条第2項第3号に掲げる負担金（この経理において「

　負担金」という。）との割合、標準報酬と追加費用との割合並びに資金計画

　　(1)　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と負担金との割合

(単位:‰)

　　(2)  標準報酬と追加費用との割合

(単位:‰)　

　　(3)　資金計画
　　　　　　　　　（単位：千円）

概　　　　　　　　　　　　　　　要

※　本経理における負担金は、平成27年9月以前決定の公務障害・公務遺族給付に要する費用である。

負 担 金 12,541流 動 資 産 1,435

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 7,110

（標準期末手当等分） 5,431

（ 公 的 負 担 金 ） 0

（ 追 加 費 用 ） 383,697

（ 旧 恩 給 組 合 条 例
給 付 に 係 る 払 込 金 ）

0

そ の 他 0

計 396,238 計 1,435

負 担 金 払 込 金 396,238流 動 負 債 1,435

そ の 他 0

計 396,238 計 1,435

差 引 本 年 度 損 益 金 0
差 引 次 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金 又 は 欠 損 金

0

損 益 計 算 貸 借 対 照

収
　
　
　
　
　
入

支
　
　
出

年　度

種　別

2.4 2.5

平成29年度

追 加 費 用

平成28年度

0.1122

負担金

0.187

平成28年度 平成29年度

負担金



経理単位名

６　業務経理 　事務費の額及び資金計画

(1) 事務費の額(1人当たり)

　　①　短期、厚生年金保険及び経過的長期分 (単位:円)　

(注)　１　(Ｂ)及び(Ｃ)は、定款で定める組合員１人当たりの繰入額

　　　２　(Ｄ)は、厚生年金保険及び経過的長期給付事務費に係る連合会交付金の額を組合員数で割り返

　　　　した組合員１人当たりの額

　　　３　(Ｅ)は、業務経理の剰余金を取り崩す場合に、その額を組合員数で割り返した組合員１人当た

　　 　 りの額

　　②　退職等年金給付分 　　　(単位:円)

(注)　退職等年金給付事務費に係る連合会交付金の額を組合員数で割り返した組合員１人当たりの額

(2) 資金計画 (単位:千円)

概　　　　　　　　　　　　　　　要

79,850流 動 資 産 29,995

負 担 金 159,801固 定 資 産 842

連 合 会 交 付 金 6,268繰 延 資 産 0

利 息 及 び 配 当 金 0

そ の 他 31,994

計 198,063 計 30,837

役 員 報 酬 104流 動 負 債 0

職 員 給 与 46,099固 定 負 債 0

旅 費 1,909資 本 剰 余 金 0

事 務 費 29,111

事 務 費 負 担 金 払 込 金 62,789

そ の 他 107,064

計 247,076 計 0

△ 49,013
差 引 次 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金 又 は 欠 損 金

30,837差 引 本 年 度 損 益 金

前年度繰越利益剰余金又は欠損金

収
　
　
　
入

支
　
　
　
出

貸　　　　　借　　　　　対　　　　　照損　　　　　益　　　　　計　　　　　算

平成27年度 平成28年度 平成29年度

4,310 4,006 5,619

4,689 5,329 5,289

地方公共団体負担金のうち短期分 (A) 2,605 2,961 2,938

(B) 900 1,000 1,016

(C) 700 0 0

(D) 0 0 0

(E) 105 45 1,665

区　　　　　　分

事 務 費 (A+B+C+D+E)

地方公共団体負担金（総額）

短 期 経 理 よ り 繰 入内
　
訳 長 期 経 理 よ り 繰 入

連 合 会 交 付 金

そ の 他

平成28年度 平成29年度

内
訳

区　　　　　　分

事      　務      　費

209
連 合 会 交 付 金

197



経理単位名

７　保健経理 　　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合、事業の種類及び当該事業年度の

　資金計画

(1)標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合（福祉事業）

　　　　(単位:‰）

(2)事業の種類 (単位:千円)

概　　　　　　　　　　　　　　　要

掛　　金 負　担　金 掛　　金 負　担　金

平成29年度平成28年度
区 分

0.80 0.80 0.80 0.80

一 般 組 合 員

市 町 村 長 組 合 員

特 定 消 防 組 合 員

事　業　計　画　額 概　　　　　　　　　　　　　　　要

が ん 検 診 313,526
組合員に実施
(40,45,50,55歳以上は無料)

配 偶 者 人 間 ド ッ ク 81,410
組合員の配偶者かつ被扶養者に実施。生活
習慣病健診・がん検診等を含む総合的な健
診

小　　　　　　　　　　計 394,936

保 健 関 係 図 書 63参考図書の購入費用

広 報 6,105
健康情報提供・各種検診周知に係る広報誌
等の発行

医療費通知・後発医薬品差額通知 6,396
年4回通知、広報・啓発ツールとしても活用
ジェネリック医薬品利用促進通知の配付

小　　　　　　　　　　計 12,564

健 康 講 座 18,403
申込みのあった各所属へ委託業者が出張し
健康講座を実施
(H28:224回、H29:240回を予定)

小　　　　　　　　　　計 18,403

特 定 健 康 診 査 27,011任意継続・被扶養者の健康診査費用

特 定 保 健 指 導 92,300組合員等特定保健指導費用

3,320レセプトのより詳細な内容点検の実施

50,419
データヘルス計画に係る医療費分析業務委
託費、柔道整復師療養費点検業務費など

598,953

項　　　　　　　　　　　　　　目

保
健
事
業

保
健
関
係

図
書
・
広
報
 
関
係

講
座
関
係

特定健診
・

保健指導

レ セ プ ト 審 査

そ の 他

合　　　　　　　　　　　　計



経理単位名

保 健 経 理 (3) 資金計画 (単位:千円)

(注)　保健経理において施設を保有する組合については、宿泊経理と同様の諸表を作成すること。

概　　　　　　　　　　　　　　　要

183,337流 動 資 産 115,903

負 担 金 164,299固 定 資 産 1

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 124,898繰 延 資 産 0

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） 39,401

（ 特 定 健 康 診 査 等 分 ） 0

掛 金 166,412

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 127,011

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） 39,401

特 定 健 康 診 査 等 収 入 0

連 合 会 交 付 金 0

利 息 及 び 配 当 金 0

貸 付 経 理 よ り 繰 入 200,000

そ の 他 288

計 530,999 計 115,904

職 員 給 与 0流 動 負 債 0

厚 生 費 413,375固 定 負 債 0

特 定 健 康 診 査 等 費 119,311資 本 剰 余 金 521

（ 特 定 健 康 診 査 費 ） 27,011

（ 特 定 保 健 指 導 費 ） 92,300

旅 費 567

事 務 費 220

そ の 他 65,480

計 598,953 計 521

△ 67,954
差 引 次 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金 又 は 欠 損 金

115,383差 引 本 年 度 損 益 金

貸　　　　　借　　　　　対　　　　　照損　　　　　益　　　　　計　　　　　算

前年度繰越利益剰余金又は欠損金

支
　
　
　
 
 
 
出

収
　
　
　
 
 
 
入



経理単位名

８　貸付経理 　貸付金の種類、貸付金の現況、貸付金の利率、貸付金の状況及び当該事業年度の資金計画

(1)貸付金の種類

(2)貸付金の現況及び貸付利率

イ　貸付資金の増減状況 (単位:千円、％)

ロ　貸付条件

ハ　貸付資金の配分計画
（単位:件、千円、％）

概　　　　　　　　　　　　　　　要

　ｲ.住宅貸付　ロ.在宅介護対応住宅貸付　ハ災害貸付(住宅、再貸付)　ニ.高額医療貸付　 ホ.出産貸付

金額（Ｂ－Ａ）　Ｃ 比率　Ｃ／Ａ

経過的長期預託金管
理経理より借入金

0 0 0 0

貸 倒 引 当 金 0 0 0 0

欠損金補てん積立金 6,518,908 6,428,909 △ 89,999 △ 1.38

計 6,518,908 6,428,909 △ 89,999 △ 1.38

平成29年度末推計 Ｂ
比　　　　　　　　較

資金の内容 平成28年度末見込 Ａ

利 率 （ 年） 最 高 限 度 額 償 還 期 間 据 置 期 間

2.66% 1,800万円 360月以内 なし

住 宅 2.22% 1,800万円 360月以内

再 貸 付 2.22% 1,900万円 360月以内

2.40% 300万円 360月以内 なし

無 利 息
高額療養費相当額の
8割限度

高 額 医 療 費 で 相 殺 高額療養費支給月まで

無 利 息 出産費・家族出産費相当額
出産費・家族出産費
で相殺

出産費・家族出産費
支給月まで

種　　　類

住 宅 貸 付

災 害 貸 付

介 護 住 宅 貸 付

高 額 医 療 貸 付

災害の被害程度により1年
から5年間の措置期間あり

出 産 貸 付

2,0765,606,264 95.56 1,6894,191,985 96.80 △ 387△ 1,414,279 92.08

住 宅 33 110,707 1.89 22 75,434 1.74 △ 11 △ 35,273 2.30

再貸付 0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

計 33 110,707 1.89 22 75,434 1.74 △ 11 △ 35,273 2.30

127 149,449 2.55 87 63,151 1.46 △ 40 △ 86,298 5.62

0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

2,2365,866,420 100.00 1,7984,330,570 100.00 △ 438△ 1,535,850

住 宅 貸 付

種　　　類

比　　　　較

件数
（Ｃ－Ａ）

金額
（Ｄ－Ｂ）

割　合

平成28年度末貸付金見込

件数
Ｃ

金額
Ｂ

割合

平成29年度末貸付金推計

割合
金額
Ｄ

件数
Ａ

合　　　　計

災 害 貸 付

介 護 住 宅 貸 付

高 額 医 療 貸 付

出 産 貸 付



経理単位名

貸 付 経 理 （3） 貸付金の状況 （単位：千円）

前年度末貸付残額 本 年 度 貸 付 額 本 年 度 償 還 額 本年度末貸付残高 備 考

5,866,420 0 1,535,850 4,330,570

（4） 資金計画 （単位：千円）

概　　　　　　　　　　　　　　　要

6,515,908流 動 資 産 2,109,215

組 合 貸 付 金 利 息 128,332固 定 資 産 4,330,570

利 息 及 び 配 当 金 1,184繰 延 資 産 0

そ の 他 709

計 130,225 計 6,439,785

職 員 給 与 2,416流 動 負 債 10,876

旅 費 118固 定 負 債 0

事 務 費 233

連 合 会 払 込 金 10,140

保 健 経 理 へ 相 互 繰 入 200,000

そ の 他 7,317

計 220,224 計 10,876

△ 89,999
差 引 次 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金 又 は 欠 損 金

6,428,909

貸　　　　　借　　　　　対　　　　　照損　　　　　益　　　　　計　　　　　算

差 引 本 年 度 損 益 金

前年度繰越利益剰余金又は欠損金

支
　
　
　
出

収
　
　
入


